
別記様式

物品等の名称及び Ｈ２８管内事務所サーバ１式賃貸借
数量

契約担当官等の氏 支出負担行為担当官　関東地方整備局長　石川　雄一
名並びに所属する 埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１
部局の名称及び
所在地
契約締結日 平成28年4月1日

契約の相手方の 東芝ソリューション株式会社　官公営業第三部
氏名及び住所 神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４

契約金額 ￥１３２，２５６，８００（税込み）
（消費税及び地方
消費税含む）
予定価格 ￥１３２，２５６，８００（税込み）
（消費税及び地方
消費税含む）

随意契約によるこ
ととした理由

　　　備　　　　　考

注）１．公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとともに
　　　　備考欄に単価契約である旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。
　　２．予定価格を公表しないこととした場合、予定価格の欄には「非公表」と記載する。

随意契約結果書

　本件は、行政情報システム効率化のために実施しているサーバ集約化の
一環として、平成２８年度にデータ系サーバの集約をするまでの間、該当する
サーバの再リースを行うものである。
　後継となる次期導入サーバは、Ｈ２４－２８管内事務所サーバ１式賃貸借と
統合し、平成２９年２月より運用開始予定であるため、それまでの期間を継続
して既存サーバを使用する必要が生じた。
　既存サーバの導入に関しては、平成２３年度にWTO一般競争入札により上
記業者と賃貸借契約を締結済みである。
　現在のシステムを構成するサーバは、関東地方整備局の運用環境に合わ
せた設計仕様に基づき、運用試験及び調整を経て構築されたものであり、安
定的稼働が確認されている唯一の環境である。市場調達が可能である別途
の機器類を用いて新たに同様の環境を調達するには多大な費用・期間を要
する。
　管内事務所サーバの運用は、現在の契約が終了する翌日の平成２８年４
月１日から切れ目無く開始されることが必須であり、同日から新たに業務契
約をする場合にあっても、この時点から必要な環境を準備できる者は上記業
者以外には存在しない。

会計法　第２９条の３第４項
政府調達に関する協定第１５条１（ｂ）
国の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令第１３条第１項
第１号
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